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 （２）特別会計 
                                    （単位：百万円、％） 

増（△）減 
 平成１７年度 平成１６年度 

額 率 
歳入（収入済額）   ４，７６３，５４８   ４，７４１，０２８      ２２，５１９      ０．５
歳出（支出済額）   ４，６２０，９２３   ４，６２６，２３７ △   ５，３１４ △   ０．１
差    引       １４２，６２４       １１４，７９０    ２７，８３３ ２４．２

 
都は、特定の事業を行うため、又は特定の歳入をもって特定の歳出に充てるため、一般会計とは

別に、特別区財政調整会計など１８特別会計を設置し、その経理の明確化を図っている。 
予算・決算状況について見ると、表５（８ページ）のとおり、特別会計の合算額で、収入率９８．

５％（前年度比０．３ポイント減）、執行率９８．２％（前年度比０．６ポイント減）となっている。 
会計別の執行状況は、次のとおりである。 

 
  ア 特別区財政調整会計（総務局所管） 
  （ア）歳 入 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度    860,228    860,227    860,227          0          0          0   100.0 
平成１６年度    808,092    808,091    808,091          0          0          0   100.0 

額     52,136     52,136     52,136          0          0            比  較 
増(△)減 率       6.5       6.5       6.5        －        －   

 
  （イ）歳 出 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度         860,228         860,227               0               0     100.0 
平成１６年度         808,092         808,091               0               0     100.0 

額          52,136          52,136               0               0  比  較 
増(△)減 率            6.5            6.5            －            －  

 
この会計は、都と特別区及び特別区相互間の財政調整に関する収支を経理するものである。 
財源として、都が課税する固定資産税・市町村民税法人分・特別土地保有税等の５２％相当額（８，

３７８億余円）など８，６０２億余円を一般会計から繰り入れ、特別区に対し、普通交付金・特別

交付金として同額を支出している。 
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  イ 地方消費税清算会計（主税局所管） 
  （ア）歳 入 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度  1,150,876  1,104,720  1,104,720          0          0 △  46,155    96.0 
平成１６年度  1,201,225  1,185,903  1,185,903          0          0 △  15,321    98.7 

額 △  50,349 △  81,183 △  81,183          0          0   比  較 
増(△)減 率 △    4.2 △    6.8 △    6.8        －        －   

 
  （イ）歳 出 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度       1,039,702       1,007,063               0          32,638      96.9 
平成１６年度       1,088,610       1,088,609               0               0     100.0 

額 △       48,908 △       81,546               0         32,638  比  較 
増(△)減 率 △         4.5  △         7.5             －             －  

 
この会計は、各都道府県間において消費地と課税地を一致させるために行う地方消費税の清算に

関する収支を経理するものである。 
国から払い込まれる清算前の地方消費税７，７１３億余円、各道府県から支払われる清算金２，

３６０億余円等を合わせた１兆１，０４７億余円を収入し、各道府県に支払う清算金６，４７５億

余円、一般会計への繰出金３，５６７億余円等を支出している。 
 
  ウ 小笠原諸島生活再建資金会計（総務局所管） 
  （ア）歳 入 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度        365        684        600          0         84        235   164.4 
平成１６年度        199        640        550          0         89        351   276.4 

額      166         44         49          0 △       5   比  較 
増(△)減 率    83.4       6.9       8.9        － △    5.6   
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  （イ）歳 出 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度            365             34              0            331       9.3 
平成１６年度            199              8              0            190       4.0 

額            166             25              0            140  比  較 
増(△)減 率          83.4         312.5           －          73.7  

 
この会計は、小笠原諸島帰島民等に対する生活再建資金貸付事業に関する収支を経理するもので

ある。 
財源は、貸付金の返還金、前年度からの繰越金等を合わせた６億余円であり、商工業資金等の貸

付けに要する経費として３，４００万円を支出している。 
 
  エ 母子福祉貸付資金会計（福祉保健局所管） 
  （ア）歳 入 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度      4,689     10,061      5,060         13      4,988        371   107.9 
平成１６年度      4,533      7,542      5,544          5      1,993      1,011   122.3 

額      156      2,518 △     484          7 2,995   比  較 
増(△)減 率     3.4 33.4 △    8.7     140.0     250.3   

 
  （イ）歳 出 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度           4,689           4,002               0             686      85.3 
平成１６年度           4,533           3,933               0             599      86.8 

額             156              69               0              86  比  較 
増(△)減 率            3.4            1.8            －           14.4   

 
この会計は、母子家庭の経済的自立と生活意欲の助長及び扶養されている子どもの福祉の増進を

図ることを目的とする、母子福祉資金貸付事業に関する収支を経理するものである。 
財源は、貸付金の返還金、一般会計繰入金、都債（国庫からの借入金）等を合わせた５０億余円

であり、修学資金、就学支度資金等１４種類の貸付けに要する経費として４０億余円を支出してい

る。 
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  オ 心身障害者扶養年金会計（福祉保健局所管） 
  （ア）歳 入 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度      4,348      4,195      4,176          0         18 △     171    96.0 
平成１６年度      4,171      4,080      4,060          0         19 △     110    97.3 

額        177        114        115        0 △       1   比  較 
増(△)減 率       4.2        2.8       2.8        － △    5.3   

 
  （イ）歳 出 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度           4,348           4,159               0             188      95.7 
平成１６年度           4,171           4,051               0             119      97.1 

額             177             108               0              68  比  較 
増(△)減 率            4.2            2.7            －           57.1  

 
この会計は、保護者が死亡した場合等に心身障害者に年金を支給することを目的とする心身障害

者扶養年金制度における、掛金及び年金等の給付に関する収支を経理するものである。 
財源は、年金加入者の掛金、一般会計繰入金等を合わせた４１億余円であり、年金の給付等に要

する経費として４１億余円を支出している。 
 
  カ 中小企業設備導入等資金会計（産業労働局所管） 
  （ア）歳 入 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度      8,110      9,631      8,616          0      1,014        506   106.2 
平成１６年度      9,180     10,740      9,702          0      1,037        522   105.7 

額 △   1,070 △   1,109 △   1,086          0 △      23   比  較 
増(△)減 率 △   11.7 △   10.3 △   11.2        － △    2.2   

 



 - 29 -

  （イ）歳 出 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度           8,110           5,617               0           2,492      69.3 
平成１６年度           9,180           6,345               0           2,834      69.1 

額 △        1,070 △          728               0 △          341  比  較 
増(△)減 率 △        11.7 △        11.5            － △        12.0  

 
この会計は、中小企業の高度化（生産性の向上等）を図ることなどを目的とする、協同組合等へ

の高度化資金の貸付事業等に関する収支を経理するものである。 
財源は、貸付金の返還金、前年度からの繰越金等を合わせた８６億余円であり、独立行政法人中

小企業基盤整備機構法に基づく各種高度化資金等の貸付け及び借入金の返還に要する経費として５

６億余円を支出している。 
 
  キ 農業改良資金助成会計（産業労働局所管） 
  （ア）歳 入 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度        140        262        257          0          5        117   183.6 
平成１６年度        140        246        239          1          5         99   170.7 

額          0         16         17 △       1        0   比  較 
増(△)減 率       0       6.5       7.1 △  100.0     0.0   

 
  （イ）歳 出 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度             140              88               0              51      62.9 
平成１６年度             140              78               0              61      55.7 

額               0              10               0 △           10  比  較 
増(△)減 率            0           12.8            － △        16.4  

 
この会計は、農業者等に対して必要な資金を貸し付け、農業経営の安定と農業生産力の向上を図

ることを目的とする、農業改良資金貸付事業等に関する収支を経理するものである。 
財源は、貸付金の返還金、前年度からの繰越金等を合わせた２億５７百余万円であり、就農支援

資金等の貸付け及び借入金の返還に要する経費として８８百余万円を支出している。 
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  ク 林業・木材産業改善資金助成会計（産業労働局所管） 
  （ア）歳 入 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度         52         98         89          0          8         37   171.2 
平成１６年度         51         87         75          0         11         24   147.1 

額          1         11         14          0 △       3   比  較 
増(△)減 率       2.0      12.6      18.7        － △   27.3   

 
  （イ）歳 出 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度              52              19               0              32      36.5 
平成１６年度              51               0               0              50       0.0 

額               1              19               0 △           18  比  較 
増(△)減 率            2.0             －             － △        36.0  

 
この会計は、林業・木材産業を営む個人・法人等に対して必要な資金を貸し付け、新たな事業の

開始、生産性や品質の向上、労働災害の防止、林業後継者の育成確保等を図ることを目的とする、

林業・木材産業改善資金貸付事業等に関する収支を経理するものである。 
財源は、貸付金の返還金、前年度からの繰越金等を合わせた８９百余万円であり、林業・木材産

業改善資金等の貸付けに要する経費として１９百余万円を支出している。 
 
  ケ 沿岸漁業改善資金助成会計（産業労働局所管） 
  （ア）歳 入 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度         48         69         69          0          0         21   143.8 
平成１６年度         48         78         78          0          0         30   162.5 

額          0 △       9 △       9          0          0   比  較 
増(△)減 率       0 △   11.5 △   11.5        －        －   
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  （イ）歳 出 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度              48              44               0               3      91.7 
平成１６年度              48              39               0               8      81.3 

額               0               4               0 △            4  比  較 
増(△)減 率            0           10.3            － △        50.0   

 
この会計は、沿岸漁業従事者等に対して必要な資金を貸し付け、漁業経営の安定と漁業生産力の

向上を図ることを目的とする、沿岸漁業改善資金貸付事業に関する収支を経理するものである。 
財源は、貸付金の返還金、前年度からの繰越金等を合わせた６９百余万円であり、経営等改善資

金等の貸付けに要する経費として４４百余万円を支出している。 
 
  コ と場会計（中央卸売市場所管） 
  （ア）歳 入 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度      6,400      5,857      5,857          0          0 △     542    91.5 
平成１６年度      7,469      7,048      7,048          0          0 △     420    94.4 

額 △   1,069 △   1,190 △   1,190          0          0   比  較 
増(△)減 率 △   14.3 △   16.9 △   16.9        －        －   

 
  （イ）歳 出 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度           6,400           5,857               0             542      91.5 
平成１６年度           7,469           7,048               0             420      94.4 

額 △        1,069 △        1,190               0             121  比  較 
増(△)減 率 △        14.3 △        16.9            －           28.8  

 
この会計は、都民に対する生鮮食肉の供給を確保するため、と場事業に関する収支を経理するも

のである。 
財源は、一般会計からの繰入金、と畜使用料、施設整備費に対する都債等を合わせた５８億余円

であり、と場事業の管理運営に要する人件費、芝浦と場施設の維持管理・と畜解体作業に要する経

費、施設整備に対する都債の償還金等として同額を支出している。 
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  サ 都営住宅等事業会計（都市整備局所管） 
  （ア）歳 入 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度    169,342    154,940    150,939        363      3,637 △  18,402    89.1 
平成１６年度    182,022    163,928    159,706        591      3,630 △  22,315    87.7 

額 △  12,680 △   8,987 △   8,766 △     227      7   比  較 
増(△)減 率 △    7.0 △    5.5 △    5.5 △   38.4     0.2   

 
  （イ）歳 出 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度         169,342         149,895           3,477          15,970      88.5 
平成１６年度         182,022         158,087          11,365          12,569      86.9 

額 △       12,680 △        8,192 △        7,888           3,400  比  較 
増(△)減 率 △         7.0 △         5.2 △        69.4           27.1  

 
この会計は、都営住宅等の建設及び管理に関する収支を経理するものである。 
財源は、住宅使用料、国庫支出金、一般会計繰入金、都債等を合わせた１，５０９億余円であり、

都営住宅等の管理運営・公営住宅建設等に要する経費や公債費会計・都営住宅等保証金会計への繰

出金等として１，４９８億余円を支出している。 
 
  シ 都営住宅等保証金会計（都市整備局所管） 
  （ア）歳 入 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度      5,325      5,123      5,121          0          1 △     203    96.2 
平成１６年度      6,073      6,086      6,085          0          1         12   100.2 

額 △     748 △     963 △     963          0          0   比  較 
増(△)減 率 △   12.3  △   15.8 △   15.8        －       0.0   
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  （イ）歳 出 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度             753             656               0              96      87.1 
平成１６年度           4,588           4,518               0              69      98.5 

額 △        3,835 △        3,861               0              26  比  較 
増(△)減 率 △        83.6 △        85.5            －           37.7  

 
この会計は、都営住宅、特定公共賃貸住宅等の保証金（敷金）及び定期借地権設定に係る保証金

に関する収支を経理するものである。 
財源は、保証金収入、前年度からの繰越金、都営住宅等事業会計繰入金等を合わせた５１億余円

であり、住宅退去者への保証金返還金及び都営住宅等事業会計繰出金（都営住宅団地環境整備に要

する経費）として６億余円を支出している。 
 
  ス 都市開発資金会計（都市整備局所管） 
  （ア）歳 入 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度      5,287      4,256      4,256          0          0 △   1,030    80.5 
平成１６年度      6,916      5,891      5,891          0          0 △   1,024    85.2 

額 △   1,629 △   1,635 △   1,635          0          0   比  較 
増(△)減 率 △   23.6 △   27.8 △   27.8       －       －   

 
  （イ）歳 出 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度           5,287           4,256               0           1,030      80.5 
平成１６年度           6,916           5,891               0           1,024      85.2 

額 △        1,629 △        1,635               0               6  比  較 
増(△)減 率 △        23.6 △        27.8           －            0.6  

 
この会計は、既成市街地の計画的な整備改善を図るため、国から資金を借り受けて行う都市施設

用地の先行取得事業に関する収支を経理するものである。 
財源は、土地売払収入、一般会計からの繰入金（都市施設用地の買収に要した経費の借入金に係

る償還のための元金・利子）等を合わせた４２億余円であり、公債費会計繰出金（国への借入金の

償還のための元金・利子）、一般会計への繰出金（先行取得した用地に係る売払代金等）等に要する
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経費として同額を支出している。 
 
  セ 用地会計（財務局所管） 
  （ア）歳 入 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度    131,477    131,516    131,516          0          0    38   100.0 

平成１６年度    125,808    124,315    124,315          0          0 △   1,492    98.8 
額      5,669      7,200      7,200          0          0   比  較 

増(△)減 率       4.5       5.8       5.8       －       －   

 
  （イ）歳 出 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度         131,477         123,662             665           7,149      94.1 
平成１６年度         125,808         120,953             649           4,205      96.1 

額           5,669           2,709            15           2,943  比  較 
増(△)減 率            4.5            2.2          2.3           70.0  

 
この会計は、事務事業の円滑な推進を図るために行う、公園、道路、河川等の用地の先行取得に

関する収支を経理するものである。 
財源は、財産売払収入（事業局へ引き継いだ用地の引取経費及び償還金）、都債等を合わせた１，

３１５億余円であり、用地買収、都債の償還等に要する経費として１，２３６億余円を支出してい

る。 
 
  ソ 公債費会計（財務局所管） 
  （ア）歳 入 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度  2,404,134  2,395,343  2,395,343          0          0 △   8,790    99.6 
平成１６年度  2,362,117  2,352,420  2,352,420          0          0 △   9,697    99.6 

額     42,016     42,922     42,922          0          0   比  較 
増(△)減 率       1.8       1.8     1.8       －       －   
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  （イ）歳 出 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度       2,404,134       2,395,343               0           8,790      99.6 
平成１６年度       2,362,117       2,352,420               0           9,697      99.6 

額          42,016          42,922               0 △          906  比  較 
増(△)減 率            1.8            1.8            － △         9.3  

 
この会計は、一般会計、特別会計及び公営企業会計の公債費を明確にするために都債の発行・償

還に係る収支を一括計上し、経理するものである。 
財源は、各会計からの繰入金等２兆３，９５３億余円であり、各会計における都債の元利償還等

に要する経費として同額を支出している。 
 
  タ 多摩ニュータウン事業会計（都市整備局所管） 
  （ア）歳 入 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度     14,855     24,137     24,107          0         30      9,252   162.3 
平成１６年度     15,917     19,219     19,169          0         49      3,252   120.4 

額 △   1,062      4,917      4,937          0 △      19    比  較 
増(△)減 率 △    6.7      25.6      25.8       － △   38.8   

 
  （イ）歳 出 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度          10,977           9,931               0           1,045      90.5 
平成１６年度          15,917          14,409               0           1,507      90.5 

額 △        4,940 △        4,478               0 △          461  比  較 
増(△)減 率 △        31.0 △        31.1           － △        30.6  

 
この会計は、多摩ニュータウン事業（宅地の販売等）に関する収支を経理するものである。 
財源は、保留地等の財産売払収入、前年度からの繰越金等を合わせた２４１億余円であり、都債

の償還に係る経費、宅地販売事業に係る経費等として９９億余円を支出している。 
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  チ 市街地再開発事業会計（都市整備局所管） 
  （ア）歳 入 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度     32,977     32,706     31,828          0        877 △   1,149    96.5 
平成１６年度     40,933     39,734     38,910          0        823 △   2,022    95.1 

額 △   7,955 △   7,028 △   7,082          0         53   比  較 
増(△)減 率 △   19.4 △   17.7 △   18.2       －       6.4    

 
  （イ）歳 出 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度          32,977          31,828               0           1,149      96.5 
平成１６年度          40,933          38,717             192           2,022      94.6 

額 △        7,955 △        6,889 △          192 △          873  比  較 
増(△)減 率 △        19.4 △        17.8 △       100.0 △        43.2  

 
この会計は、既成市街地を再開発し、生活環境の改善と都市の防災機能の強化を図り、併せて土

地の高度利用を促すための市街地再開発事業に関する収支を経理するものである。 
財源は、市街地再開発事業に充当する一般会計繰入金、不動産売払収入（特定施設建築物の敷地

及び保留床の分譲代金収入）等を合わせた３１８億余円であり、都債の償還に要する経費、白鬚西

地区、亀戸・大島・小松川地区の市街地再開発事業費等として同額を支出している。 
 
  ツ 臨海都市基盤整備事業会計（都市整備局所管） 
  （ア）歳 入 
                                    （単位：百万円、％） 

 
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 

予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度     39,708     30,758     30,758          0          0 △   8,949    77.5 
平成１６年度     21,704     13,233     13,233          0          0 △   8,471    61.0 

額     18,003     17,525     17,525          0          0   比  較 
増(△)減 率      82.9     132.4     132.4       －       －   
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  （イ）歳 出 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度          25,514          18,235             580           6,698      71.5 
平成１６年度          21,704          13,032           2,041           6,630      60.0 

額           3,809           5,203 △        1,461            67  比  較 
増(△)減 率           17.5           39.9 △        71.6          1.0  

 
この会計は、臨海副都心の開発整備に必要な都心部と副都心部を結ぶ広域幹線道路等の整備を行

い、併せて晴海、豊洲、有明北地区の開発整備を土地区画整理事業で行う臨海都市基盤整備事業に

関する収支を経理するものである。 
財源は、区画整理事業による不動産売払収入、臨海地域開発事業会計からの繰入金、都債等を合

わせた３０７億余円であり、臨海都市基盤整備事業に要する経費等として１８２億余円を支出して

いる。 
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 ３ 資金収支状況 
平成１７年度における各会計の収支実績及び資金運用の状況は、表８のとおり、収入総額１０兆８，

９９５億余円に対し、支出総額は１０兆６，７０７億余円で、差引き、２，２８８億余円（一般会計

８６１億余円、特別会計１，４２６億余円）の収入超過となっている。 
資金収支状況について見ると、 
４月と５月は、都税収入が少ない一方、中小企業制度融資等の貸付け及び各種義務的経費の支出が

集中し、収支は赤字となり、前年度の一般会計等の繰越残高及び基金からの繰替運用により補てんし

ている。６月に入り３月決算法人の法人二税の収入があり、累計収支は黒字に転じた。 
７月は、固定資産税・都市計画税の第１期分収入及び国から地方消費税の納付があり、資金が増加

した。８月は、大きな都税収入がないなか、利子割交付金、自動車取得税交付金などを区市町村に交

付したことから、単月では大幅な支出超過となった。９月は、１２月決算法人の中間申告による法人

二税の収入があったため、収支は改善した。 
１０月は、固定資産税・都市計画税の第２期分の収入があり資金が増加したが、１１月には工事代

金など、各種の支出が増加したことにより単月では支出超過となっている。１２月は、私学助成金及

び期末手当等により支出は増加したが、３月決算法人の中間申告による法人二税の収入があり、収支

は単月で黒字となっている。 
１月は、固定資産税・都市計画税の第３期分の収入があり単月では黒字となっている。２月は税収

が少なく、単月では支出超過となっている。３月は、年度末を控えて支出は大幅に増加したが、法人

二税、固定資産税・都市計画税第４期分、国庫支出金、各種貸付金の返還等の収入があり、単月で黒

字となっている。 
以上のとおり、単月においては収入・支出超過が見られ、４月と５月は累計収支が赤字となったも

のの、６月以降の累計収支については黒字となっている。 
歳計現金の利子収入について見ると、前年度に比較して平均預託残高の増加と運用利回りの上昇に

より、表９のとおり、前年度の１億１７９万余円から１億９，０９０万余円（一般会計１億９，０５

２万余円、特別会計３８万余円）と増加している。 
また、資金不足に対して行った基金からの一時繰替借に要した利子は、３０万余円で前年度の２２

６万余円と比べると１９５万余円の減となっている。なお、金融機関からの一時借入はなかった。 
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                          平 成 １７ 年 度 出 納 長 所 属 各 会 計 
 (表８) 

区   分 
平成１７年 
  ４ 月 ５ ６ ７ ８ ９ １０ 

収          入    504,162    501,481  1,620,433    926,524    480,910    868,339    668,212

一 般 会 計    191,358    204,553  1,280,175    557,366    201,084    542,969    375,933
 
特 別 会 計    312,804    296,928    340,258    369,158    279,826    325,370    292,279

支          出    584,884    811,482    663,819    471,684    820,968    910,855    478,126

一 般 会 計    322,071    432,685    446,041    313,296    340,037    493,189    296,250
 
特 別 会 計    262,813    378,797    217,778    158,388    480,931    417,666    181,876

収 支 差 引 △  80,722 △ 310,001    956,614    454,840 △ 340,058 △  42,516    190,086

累計収支差引 
( A ) 

△  80,722 △ 390,723    565,891  1,020,731    680,673    638,157    828,243

一時借入金残高 
( B ) 

         0          0          0          0          0          0          0

一時繰替借残高 
( C ) 

         0    250,000          0          0         0          0          0

一時繰替貸残高 
( D ) 

         0          0          0          0          0          0          0

翌年度繰越額 
( E ) 

         0          0          0          0          0          0          0

当年度資金残高 
( F=A+B+C-D-E ) 

△  80,722 △ 140,723    565,891  1,020,731    680,673    638,157    828,243

前年度・翌年度 
資金残高  ( G ) 

   603,983    153,981          0          0          0          0          0

資金残高 
( F+G ) 

   523,262     13,258    565,891  1,020,731    680,673    638,157    828,243

 （注） 各会計の計数は端数四捨五入のため、他のページの該当する数値と一致しないことがある。 
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 収 支 実 績 及 び 資 金 運 用 状 況 
                                                                            （単位：百万円） 

１１ １２ 
平成１8年 
    １ 月 

２ ３ ４ ５ 計 

   568,448  1,096,311    652,070    533,942  1,797,662    237,129    443,906   10,899,529

   202,128    784,096    376,040    212,155    968,367    190,043     49,714    6,135,981

   366,320    312,215    276,030    321,787    829,295     47,086    394,192    4,763,548

   636,858    909,021    496,099    815,100 1,797,032    298,313    976,480   10,670,721

   304,748    607,088    265,572    350,058    943,072    283,986    651,704    6,049,797

   332,110    301,933    230,527    465,042    853,960     14,327    324,776    4,620,924

△  68,410    187,290    155,971 △ 281,158        630 △  61,184 △ 532,574      228,808

   759,833    947,123  1,103,094    821,936    822,566    761,382    228,808  

         0          0          0          0          0          0          0  

         0          0          0          0          0          0          0  

         0          0          0          0         0          0          0  

         0          0          0          0          0          0    228,808  

   759,833    947,123  1,103,094    821,936    822,566    761,382          0  

         0          0          0          0          0 △  95,643 △ 121,176  

   759,833    947,123  1,103,094    821,936    822,566    665,739     10,351  
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利  子  収  入  及  び  支  払  利  子  推  移  表 

（表９）                                  （単位：千円） 

区          分 平成 13年度 平成 14年度 平成 15年度 平成 16年度 平成 17年度

利 子 収 入      309,547       102,697       20,261      101,795      190,901

一 般 会 計      298,307        99,351       19,815      101,069      190,520
 

特 別 会 計       11,240        3,345          445          726          380

一時借入金等支払利子 
（一般会計） 

         665          934        1,288        2,261          308

（注）一時借入金等支払利子は、基金等からの一時繰替借に係るものである。 
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 ４ 財産管理の状況 
都有財産は、公有財産、物品、債権及び基金に大別され、財産に関する調書の決算年度末（平成１８．

３．３１）現在高及びその内訳は、表１０から表１３までのとおりである。 
 

（表１０）公 有 財 産 

分        類 区            分 平成１７年度末現在高 平成１６年度末現在高 増（△）減 

土            地     89,334,582.25 ｍ２    87,856,494.71 ｍ２ 

      1,478,087.54 ｍ
２土地及び建物 

建            物     27,136,118.15 ｍ２    27,382,205.94 ｍ２ 

 △     246,087.79 ｍ
２

山        林 所            有      7,663,253.85 ｍ２     7,663,253.85 ｍ２ 

              0.00 ｍ
２

 上記の立木推定蓄積量        170,305.88 ｍ３       170,113.64 ｍ３ 

            192.24 ｍ
３

分            収     16,313,183.78 ｍ２    16,305,983.78 ｍ２ 

          7,200.00 ｍ
２ 

上記の立木推定蓄積量        250,217.20 ｍ３       248,584.00 ｍ３ 

          1,633.20 ｍ
３

            33    隻             33    隻              0    隻
船            舶 

       5,484.82 総トン        5,484.82 総トン              0 総トン

浮            標             72    個             72    個              0    個

浮     桟     橋            594    個            594    個              0    個

浮 ド ッ ク              1    個              1    個              0    個

動        産 

航     空     機             14    機             13    機              1    機

地     上     権     21,485,641.02 ｍ２    21,478,404.98 ｍ２ 

          7,236.04 ｍ
２

地     役     権            162.60 ｍ２           162.60 ｍ２ 

              0.00 ｍ
２

鉱     業     権     14,067,200.00 ｍ２    14,067,200.00 ｍ２ 

              0.00 ｍ
２

物        権 

計     35,553,003.62 ｍ２    35,545,767.58 ｍ２ 

          7,236.04 ｍ
２

無体財産権 特     許     権             73    件             71    件              2    件

 著     作     権            226    件            202    件             24    件

商     標     権             50    件             51    件 △           1    件

意     匠     権              1    件              1    件              0    件

育 成 者 権              1    件              1    件              0    件

その他これらに準ずる権利             81    件             77    件              4    件

 

計            432    件            403    件             29    件

有 価 証 券 株            券   275,844,944,880 円   270,969,326,880 円     4,875,618,000 円

出資による権利 出資金及び出えん金   340,808,528,403 円   282,264,258,985 円  58,544,269,418 円

賃貸型土地信託              3    件              3    件              0    件

賃貸及び分譲型土地信託              1    件              1    件              0    件

不動産の信託 

の 受 益 権 

計              4    件              4    件              0    件

（注）1 物権の地上権には、山林の分収が含まれており、分収は再掲である。 
      2 船舶は総トン数２０トン以上のものである。 
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主 な 増 減 説 明 
 
・土地の増加は、主に、公立大学法人首都大学東京に出資（４６万３，０４１．２３ｍ２ 

 ）したことによ

り減少したものの、小笠原国立公園敷地（８７万４，４２２．９６ｍ２ 

 ）の土地贈与によるもの及び中

央防波堤外側その１埋立地（９０万８，２００．０２ｍ２ 

 ）をしゅん功したことによるもの 
・建物の減少は、主に、公立大学法人首都大学東京に出資（１８万８，３０９．０８ｍ２ 

 ）したことによ

るもの 
・有価証券（株券）の増加は、主に、東京ファッションタウン株式会社が減資（４２億５，０００万円）

したものの、首都高速道路株式会社の株式（７２億１，５６１万８，０００円）を取得したことによる

もの 
・出資による権利の増加は、主に、公立大学法人首都大学東京への都立大学敷地等の出資（１４９億７,
６３２万余円）をしたことによるもの 
である。 
 
 
（表１１）物 品 

平成１７年度末現在高 平成１６年度末残高 増（△）減 

３６，３４５ 点 ４１，７２４ 点 △ ５，３７９ 点 

 （注）1 取得価格１００万円以上のものである。 
       2 総トン数２０トン未満の船舶を含む。 

 
主 な 増 減 説 明 

 
・物品の減少は、主に、公立大学法人首都大学東京への無償譲渡（３，９１７点）によるものである。 
 
 
（表１２）債 権 

平成１７年度末現在高 平成１６年度末残高 増（△）減 

1,786,506,928,009 円 1,698,167,260,484 円    88,339,667,525 円 

 
主 な 増 減 説 明 

 
・債権の増加は、主に、制度融資貸付金（８５２億３，８００万円）の貸付けによるものである。  
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（表１３）基 金 

平成１７年度末現在高 平成１６年度末残高 増（△）減 

956,616,485,830 円   806,868,835,740 円    149,747,650,090 円 

 
主 な 増 減 説 明 

 
・基金の増加は、主に、財政調整基金（１，２９８億６，０４２万余円）の積立てによるものである。 
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第４ 局別事項 
局別事項は、審査の対象となった一般会計及び１８特別会計を所管する２２局について、平成１８

年７月２１日から同年８月４日までを実地審査期間として審査を実施したものであり、局別の結果に

ついては以下のとおりである。 


	２　執行状況
	（２）特別会計

	３　資金収支状況
	４　財産管理の状況

